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（4-4）除染の効果を出すために必要な方策
　福島県内の都市部での除染が進まない原因のひとつは、汚染土壌の仮置き場が

ないことである。国は自治体・郡山市に除染をさせるという。郡山市は自治会に

仮置き場を選定するように要請するが、家が密集している限り見つかる道理がな

い。農地を提供しようという人が居たとしても、その周辺の地主が了解するとは

限らない。そうなると公的な空間ということになるが、町中の公園では自ずと限

界がある。

　計測に際して、郡山市内をいろいろと案内してもらったが、地域の人口にほぼ

比例した相当量の汚染土壌を仮置く場所として可能性があるのは、小学校や中学

校のグランドである。

　この１年とか２年の間、小中学校の教室を線量率の低いところに移して、その

間にグランドを仮置き場として利用して、地域の徹底した除染に取り組むという

のが現実的な除染の方法であると考える。今のままでは、除染は遅々としていつ

までも進まない。いつまでもセシウムがあちこちに残っているような学校の中で

学び、屋根にセシウムがこびりついた家で寝食し、気持よく大地に触れたり、駆

け回ることのできないような街中で、子供たちは生活をしなければならない。除

染と避難・疎開は対立しない。ともに被ばく線量を下げるために、人とセシウム

との間に距離を設けるというものであり、相補ってはじめて効果が出る方策であ

る。本当の意味での除染を行うには、元の郡山市を取り戻すには、子供たちを線

量率の低いところに一旦移して、数年をかけて徹底して除染作業を継続すること

が不可欠である。

＊　＊　＊　＊　＊　＊

　本当の意味での除染を進めるにはリーダーシップが必要であるが、国が自治体

任せにしていると、ここで述べたような議論にすら進まないことが危惧される。

そうなると国が除染の主体的な当事者にならない限り、除染は進まないというこ

とになる。そうであれば国（国の主要機能）を除染の当事者にすればよい。首都

機能の移転に関して、国会は福島県白河市に引っ越すという国会決議があがって

おり、これは今も活きている。今こそこの決議を実現させる時ではないだろうか。

これによって御用邸のある那須はもちろん、白河市の除染は一気に進むだろう。

行政機関も、例えば、国土交通省を郡山に、文部科学省を福島市に、環境省を南

相馬市に移転させれば、国の主要機関が除染の主体になるので、除染は一気に進

むだろう。郡山市の児童と生徒の集団疎開は、ダイナミックで計画的な除染計画

の中で実施されてよい。そして除染計画も、震災からの復旧や復興という視点だ

けでなく、日本の首都機能を地盤の安定した阿武山地の周辺に配置するというよ

り大きな計画のなかで位置づけられてしかるべきである。
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